
別記
第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係)

タル

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 ( 新規 ク峯―宴手)

日本貨物鉄道株式会社 代 表取締役社長 伊 藤直宮
東京都千代田区飯田橋 3-13-1

京都府l ll茨掃幡イレ茉「策条例街 18条第 lE(第 18条第2項、第 18条第3項 )の 規定によ り提出 しま
~

特定事業者の

主たる業種

貨物鉄道事業

該当する事業
者要件

r 京都府地球温暖化対策条例施行規則1第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ
ー使用事業者 (原油に換

算して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック

又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算して3,000トン以上))

V

臣

計 画 期 間 平成 17 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 「モーダルシフトの担い手Jと して、 トラックに比べ輸送量あたりの排出原単位の少ない (トラックの約
8分の1)鉄 道貨物輸送へのモーダルシフトを通じて環境問題に貢献する。

推 進 体 制 現在推進中め2005～ 2007年 度中期経営計画 「ニュ
ース トリーム2007」 について、社長を本部

長とする実行推進本部を開催し、フォローアップを行つている。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

年 度 対象、工程等 計 画 内 容

1 7-1 9 鉄道事業
安全 安 定輸送の確保のため、機関革新製等の投資を積極的に行う (17～ 19年 度機関車

新製76両 、コンテナ草新製400両 )

温室効果″ネ
の排出量等 排出区分

丞準年度 (冥績 )

(17)年 度
〈二酸化炭第換算 (と))

日椋年度 (計凹)

(19)年 度
〈二酸化炭嘉換算 〈t))

自J阪挙

(計画 )

(%)

A事 業所等排出区分 552 t 520 t -57 ° /a

B輸 送車両排出区分 652,776 t 669,691 t 24 %

cそ の他排出区分 t t
°/3

排出合計 1ヽ               653,328 t ■2            669,21l t 24 e/e

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取組量等 く二酸fヒ炭采換算 (t

森林の保全及び整備 (整備面積) (吸収量) t

府内産の木材の利用 (和〕用畳) m) 〈削減亀) ↓

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電畳) kwh (削減曇) t

く熱供給重) (HⅢ減曇) t

グリーン電力の購入 〈購入量) kwh (Hけ減量) t

削減量等合計 t

差引づF出量

り1出合計一削減専合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

*1               653,328 t A9)(→D       669,21l t 24 %

特 記 事 項 平成 19年 度において、対 15年 度比約 13%増 の 2480万 トンのコンテナ輸送量を目指した |ニュ
ース トリーム

2007」 を着実に推進し、鉄道輸送を増やすことで環境問題への貢献を目指していきます。京都府内の事業所 (梅

小路駅、京都営業支店)に ついては、フォークリフト運用の効率化、夏季冷房温度の抑制などを通じて、排出温室効

果ガスの削減を目指していきます。

連  絡   先 担 当
立

口 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 〓́
“ 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

注 1該 当する国には レ 印を記入してください。や定事業者以外で自主多加される車業者の方は、レ印の記入は不要です。

2「 基t4g年度Jと は計画期間の前年度を、 「日原年度」とは計画期間の最終年度をいいます。

3「 事業所今排出区分」とは 京 都市内の事業所等の事業活動のためのエネルギ
ーの償月に伴い発生する温宣効果ガスを、 「輸送車両'F出区分J

とは、自動車運送事栄者については使用の本拠の位置を京都府内とする車両のり1出する温室効果ノスを、鉄道事業者については保有する貨物草

両又は旅客車両の排出する温室効果〃スを、 「その他排出区分Jと は、上記以外の京都市内における事業所等の事業活助に伴い発生する温室効

果ガスをいいます。
4「 特記事項Jに は、平成 2年度 (1990年 度)を 基準としたり,出重の対比やエネ′レギ

ー原単位C02排 出昼 省 エネ製品開発などlL者の温室

効果ガス排出削減への貢献、グワーン調達の採用、特定フロンなどの条例指定外の温三効果ガスの高J滋などを記入してください。


